2013年度後期「社会経済学初級α」定期試験正解と解説

Ⅰ　

ある星のある島では、生産手段としての「石炭」（単位は「トン」）と、消費財としての「食糧」（単位は「食」）の二種類だけの財が存在し、いずれも資本主義的様式のもとで生産されている。

　「石炭」生産部門では、年々、1000万トンの「石炭」と6000万労働時間の労働を投入して、2500万トンの「石炭」を総生産している。「食糧」部門では年々、「石炭」部門での純生産たる「石炭」すべてと、労働6000万時間を投入し、「食糧」3000万食を生産している。実質賃金率は1時間あたり「食糧」0.2食で、労働者一人当たりの年々労働時間は1000時間であるとする。このとき、次の各問に答えよ。

Ａ　（問1）この経済全体で見た場合の純生産はどれだけか。（問2）この経済での剰余生産はどれだけか。次の①~④のうち、それぞれ最も適切なものを一つずつ選んで、その記号を記入せよ。

　①「石炭」1500万トン

　②「食糧」600万食　

　③「石炭」1500万トンと「食糧」3000万食

　④「食糧」3000万食

問1　総生産「石炭」2500万トンと「食糧」3000万食のうち、「石炭」生産のために1000万トンの「石炭」が、「食糧」生産のために1500万トンの「石炭」が投入される。これらを除いた残りが経済全体の純生産。よって、④。「石炭」産業部門内部の純生産と混同しないこと。

問2　雇用労働総量は6000万時間＋6000万時間＝1億2000万時間。実質賃金率は1時間あたり「食糧」0.2食だから、労働者が取得する生産物の総量は、「食糧」が、1億2000万×0.2=2400万食となる。純生産物のうち、これを除いた残りが「剰余生産物」なので、②600万食。

Ｂ　以下の文章の（問3から問6）にあてはまる数値を、下の数値群からそれぞれ一つずつ選んでその記号を記入せよ。

　・「石炭」1トンあたりの投入労働量は（問3）時間である。

　・「食糧」1食あたりの投入労働量は（問4）時間である。

問3と問4の数値群

①3　②4　③5　④6　⑤7　⑥8

　・労働者一人当たりの必要労働時間は（問5）時間である。

①400　②500　③600　④700　⑤800　⑥900

　・搾取率は（問6）である。

①0.15　②0.25　③0.35　④0.45　⑤0.55　⑥0.65

問3　「石炭」産業部門内部での純生産は1500万トン。これを、直接間接に計6000万時間の労働で生産しているのだから、「石炭」1トンあたりの投入労働量は、6000万時間÷1500万トン＝4時間／トン。よって、②。

問4　「食糧」3000万食を純生産するために、直接には6000万時間の労働投入が必要。また、間接に必要な労働は、「石炭」の投入量1500万トンにその1トンあたりの投入労働量をかければよい。よって、直接間接に投入される労働は、6000万時間＋1500万トン×4時間／トン＝1億2000万時間。これを「食糧」の純生産3000万食で割れば、②4（時間／食）。

問5　労働者一人当たりの受け取りは、実質賃金率に労働時間をかけて、0.2食／年×1000時間／人＝200食／人となる。一人当たりの必要労働時間Ｖは、これに、「食糧」の投入労働量をかけて、Ｖ＝4時間／食×200食／人＝800時間／人となる。よって、⑤。

問6　労働者一人当たりの剰余労働時間Mは、一人当たり労働時間から必要労働時間を引いた残りだから、M＝1000時間／人－800時間／人＝200時間／人。搾取率（剰余価値率）は、M／V＝200／800＝1／4＝0.25。よって②。

C  両部門ともに、生産の回転期間は1年とし、期首に一斉に「石炭」を投入する。また賃金は後払いだとする。そうすると年間の利潤率は以下のようになる。

　

　生産額－（「石炭」投入額＋賃金）

　　　　「石炭」の投入額

　そのうえで、この経済における貨幣賃金率を時給1400円とする。この貨幣賃金率のもとで成り立つ生産価格・均等利潤率はどのようになるか。以下の（問7）~（問9）にあてはまる数値を、下の数値群からそれぞれ一つずつ選んでその記号を記入せよ。

・「食糧」1食の価格は（問7）円である。

① 6000　②7000　③9000　④10000

・「石炭」1トンの価格は（問8）円である。

① 840億÷1500万＝5600

② 840億÷2500万＝3360

③ 1680億÷1500万＝11200

④ 1680億÷2500万＝6720

・均等利潤率は、（問9）％である。(ヒント：上の式をそのまま使えば計算が楽である。)

①25　②50　③75　④100

問7　実質賃金率である0.2食の「食糧」は、1400円の貨幣賃金率で買える量だから、「食糧」の価格は、1400円÷0.2食＝7000円／食となる。

問8　利潤率の定義と均等利潤率が成立することから、両部門ともに共通のrを変形して、

　生産額＝（1＋r）×「石炭」投入額＋賃金

が成り立つ。「食糧」部門でこれをあてはめると、（1＋r）×「石炭」1500万トンの投入額＝「食糧」3000万食の生産額－労働6000万時間の賃金となる。「食糧」の価格が7000円／食（問7）円、貨幣賃金率が1400円／時間だったから、（1+r）×「石炭」1500万トンの投入額＝7000円／食×3000万食－1400円／時間×6000万時間＝2100億円－840億円＝1260億円。

　「石炭」部門の「石炭」部門への投入1000万トンは、「食糧」部門の「石炭」投入の2／3になっているから、

「石炭」2500万トンの生産額＝（1＋r）×「石炭」1000万トンの投入額＋労働6000万時間の賃金＝840億円＋840億円＝1680億円。

となる。よって、「石炭」の生産価格は、1680億円÷2500万トン＝6720円／トン。

問9　（1+r）×「石炭」1000万トンの投入額＝840億円だったが、「石炭」1000万トンの投入額は、今出した「石炭」価格より、6720円／トン×1000万トン＝672億円となる。ゆえに、1＋r＝840億円÷672億円＝1.25。r＝0.25となる。すなわち、均等利潤率は25％である。

Ⅱ

　ある星のある島では、資本主義経済体制がとられており、生産手段である「機械」(単位は「台」)と、消費財である「食糧」(単位は「食」)の二種類の財が存在する。労働雇用人口は、2万人であり、翌年には追加して8000人まで雇用しても過剰人口が逼迫しないものとする。労働者は賃金から「食糧」だけを入手し、資本家は利潤を消費せずにすべて蓄積にまわして「機械」を買うものとし、この両者で純生産物は分配されつくすものとする。

　このとき、下記の空欄にあてはまる数値を答えよ。

Ａ 労働者一人当たりの年間労働時間は1200時間、労働者一人当たりの年間の「食糧」消費量は120食、「機械」１台の純生産に必要な投入労働量は10000時間、「食糧」１食の純生産に必要な投入労働時間は5時間、「機械」１台利用するために年間6000時間の労働を雇用する必要があるとする。

　このとき、年間の「食糧」生産は240万食必要だから、それを純生産するために直接間接に必要な労働は、1200万時間となる。総労働時間は2400万時間だから、残り1200万時間が、「機械」1200台の純生産のために投入される。機械１台利用するのに雇用すべき労働者数は、5人だから、このために、翌年には6000人が追加して雇用されることになる。

　このとき、労働者一人当たりの年間労働時間のうち、必要労働は(問10)時間、剰余労働は(問11)時間であるから、搾取率は（問12）となる。

問10　年間に労働者は賃金から「食糧」120食を入手し、その一食あたりの投入労働時間は5時間だから、一人当たり必要労働時間は、120食×5時間／食＝600時間（⑤）。

問11　労働者一人当たりの年間労働時間は1200時間で、うち、必要労働時間は600時間だから、残りの剰余労働時間は、1200－600＝600時間（⑤）。

問12　搾取率は、剰余労働時間÷必要労働時間＝600÷600＝1。よって、①。

問題にミスがありました。「労働者の一人当たり消費がAと変わらず」と文中にありましたが、計算では労働者の一人当たり消費がAと違うように出てきます。以下に説明しますように、影響する問については、全員正解とします。

B　労働者の一人当たり消費も労働生産性もAと変わらず、なおかつ蓄積できるまで蓄積する場合には、一人当たり労働時間がAよりも長くないといけない。今、一人当たり年間労働時間がAよりも5/4倍長く、1200*5/4時間、すなわち1500時間だったとしよう。このとき、労働者の一人当たり消費は変わらずに、ちょうど蓄積できるまで蓄積できることを次のように示すことができる。

　この場合、「機械」を利用するために雇用すべき労働者数は、１台あたり(問13)人となるので、蓄積できるかぎり蓄積すると、「機械」の純生産量は(問14)台となる。労働生産性はAと変わらないので、「機械」をこれだけ純生産するために必要な労働量は(問15)万時間となる。ところが、この場合の総労働時間は(問16)万時間だから、「食糧」の純生産のために投入される労働量は、(問17)万時間となる。やはり労働生産性はAと変わらないので、純生産される「食糧」の量は(問18)万食となり、労働者一人当たりにすると(問19)食になる。

　このとき、労働者一人当たりの年間労働時間のうち、必要労働は(問20)時間、剰余労働は(問21)時間であるから、搾取率は(問22)となる。

問13　「機械」1台利用に必要な労働時間は、Aと同じ6000時間。それを一人当たり年労働時間1500時間／人を使うので、必要な雇用者数は、6000時間／台÷1500時間／人＝4人／台。よって、解答は④。

問14　追加雇用できる人数は8000人。それを「機械」1台あたり4人雇用するのだから、蓄積のための「機械」の純生産量は、8000人÷4人／台＝2000台。よって解答は②。

問15  「機械」1台純生産に必要な投入労働量はAと同じ1万時間。2000台の「機械」を純生産するのだから、必要な労働は、2000台×1万時間／台＝2000万時間（②）。

問16  一人当たり1500時間で、2万人雇用されているのだから、総労働時間は1500時間／人×2万人＝3000万時間。よって解答は③

問17  総労働時間3000万時間のうち、「機械」純生産のために2000万時間が投入されるので、「食糧」純生産のために投入できるのは、3000万－2000万＝1000万時間。よって解答は①。

問18  「食糧」1食あたり投入労働量はAと同じ5時間。1000万時間の総労働時間で生産できるのは、1000万時間÷5時間／食＝200万食。よって解答は②。

問19　200万食の「食糧」を2万人の労働者で分けるので、一人当たり入手量は、200万食÷2万人＝100食／人。よって解答は、①

「労働者の一人当たり消費がAと同じ」という問題文にしたがえば、120食になる。この問は全員正解とする。

問20　年間に労働者は賃金から「食糧」100食を入手し、その一食あたりの投入労働量は5時間だから、一人当たり必要労働時間は、100食／人×5時間／食＝500時間／人（④）。

「労働者の一人当たり消費がAと同じ」という問題文にしたがえば、120食／人×5時間／食＝600時間／人となる。この問は全員正解とする。
問21　労働者一人当たりの年間労働時間は、1500時間で、うち、必要労働時間は500時間であるから、残りの剰余労働時間は、1500時間／人－500時間／人＝1000時間／人。よって解答は、⑥。

「労働者の一人当たり消費がAと同じ」という問題文にしたがえば、1500時間／人－600時間／人＝900時間／人となる。この問は全員正解とする。
問22　搾取率は剰余労働時間／必要労働時間だから、1000／500＝2.0（④）。

「労働者の一人当たり消費がAと同じ」という問題文にしたがえば、900/600＝1.5となる。この問は全員正解とする。
Ⅲ

「塩」1kgを生産するために直接間接に必要な労働は1時間、「石鹸」10個を生産するために直接間接に必要な労働は1時間であるとする。このとき，次の問いに答えよ。

問23　単純商品生産社会の長期均衡においては、商品の交換割合は、それらの商品を生産するために必要な投入労働量に比例する。「塩」1kgを生産するために1時間の労働が必要なら、「塩」2㎏は2時間の労働の産物である。2時間の労働によって、「石鹸」は20個生産できる。よって、①。

問24　1時間の労働の産物である「塩」1㎏が600円ということは、投入労働1時間が600円に値するということである。「石鹸」10個を生産するためには1時間の労働投入が必要だから600円となる。よって③。

問25　「塩」の労働生産性が2倍になったら、「塩」1㎏生産するために必要な労働は半分の0.5時間になる。「塩」2kgは、1時間の労働の産物となる。10.5時間の労働で「石鹸」は105個生産されるのだから、解答は105個である。よって、①②①。

問26　「石鹸」の生産性が2倍になったら、1時間で生産可能な「石鹸」の個数は20個となる。「塩」１kgの生産に直接間接に必要な労働1時間のままであるから、同じ労働1時間同士の生産物を交換すると、「石鹸」20個と「塩」1㎏が交換されることになる。よって解答は塩0.5kg（③）。

Ⅳ

問27　④以外は他人からの見返りを条件としない一方的な奉仕。④だけが交換になっているので正解。ただし、好意や情実や上下関係が主たる動機で、交換が条件となっていないならば、厳密には商品交換とは言えない。

問28　生産に関する支配・従属関係は③だけなので、それが正解。④は、互いに独立の業者間の契約関係なので違う。弁護士は多数の依頼人と契約している。(特定企業だけのお抱え弁護士になると、事実上は被支配階級かもしれない。)

